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企 業 集 団 の 状 況

　オークワグループは、当社、子会社７社及び関連会社２社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業及びホームセンター事業等をチェーン展開しており、その他の事業として外食事業、ビデオ・ＣＤ

レンタル事業、スポーツ・映画事業、ホテル事業等を事業展開しております。

　当グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社 オークワをはじめとして、持分法適用非連結子会社 ショッピングセンターマミー、持分法適用

関連会社ジャスコ・オークワ 、同 勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開しております。

　連結子会社 オーマートは、ホームセンター「オーマート」及びドラッグストア「オードラッグ」、書籍

等の販売「ＷＡＹ」をチェーン展開しております。

　なお、ジャスコ・オークワ については、合弁解消の合意に基づき全店の閉鎖を終え、現在清算に向け

て整理中であります。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　連結子会社 オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、和風レストラン「紀乃国」・「紀ノ国

屋」、蟹料理店「甲羅本店」等の外食店をチェーン展開しており、当社ショッピングセンターにもフード

コート部門として出店しております。

　持分法適用非連結子会社 黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店をチェー

ン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　 勝浦オークワ、 オークフーズは、ホテル事業も営んでおります。

　「ＷＡＹ」を展開している オーマートは、書籍等を販売するとともにビデオ・ＣＤレンタル事業をチェー

ン展開しております。

　持分法適用非連結子会社ジスト は、当社ショッピングセンター内において、エアロビクス、アスレチッ

クス、スイミング等のスポーツクラブ事業「ジストスポーツ」、ボーリング事業「ジストボウル」、及び映

画興業「ジストシネマ」を営んでおります。

　持分法適用非連結子会社 チェーンストアオークワ友の会は、割賦販売法に基づき通商産業大臣（現経

済産業大臣）の許可を得て前払式特定商品販売業である消費者友の会を営んでおりましたが、平成１１年１１

月２１日より会員積立を停止しており、会社清算する予定であります。

　持分法適用非連結子会社 サンライズは、当社及び オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資する関連当事者日本流通産業 は、当社に開発商品、輸入商品を供給しております。
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　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。
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経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　オークワグループは、スーパーマーケット・ホームセンター・ドラッグストア・書店からなる小売

事業、外食事業及びビデオ・ＣＤレンタル事業などで構成されております。オークワグループは、「わ

が社の成長発展こそがお客様の生活文化の向上を促し、社会への大きな貢献となることを念願し、

チェーンストア業界の名門としての地位を永遠に確立する。」の経営理念のもと、お客様のニーズに

合った商品の提供を通じて、お客様の豊かなライフスタイルの実現に貢献することを目指しておりま

す。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　また内部留保につきましては、長期的な観点に立った店舗展開、消費者ニーズに合った商品提供の

為の設備投資、及び合理化の為のＩＴ投資等に有効に活用してまいります。

３．中長期的な会社の経営戦略
　

　オークワグループは、「近畿のスーパー業界で最も競争力のあるスーパーリージョナルチェーンを目

指す。」をスローガンに掲げ、和歌山・奈良・三重・大阪の一府三県のドミナントエリアに根づいた

スーパーとそれを補完する専門店として、独自性をもった差別化されたストアイメージを確立し、新

規出店、既存店活性化に取り組んでまいります。

　又、２１世紀を迎えて企業の存立１００年の基盤と従業員の働きがいのある人事制度を導入し、経営効

率向上の為の組織改革を実施し、人材の育成に努め企業体質の強化を図ってまいります。

－ ４ －
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１．当期の概況

　当期のわが国経済は、ＩＴ関連産業を主とした設備投資の増大など緩やかな改善の兆しが見られたと

言われるものの、企業倒産の増加などもあり、雇用不安や所得の伸び悩みが引き続く中で将来に対す

る不透明感などから個人消費は依然として低迷を続けており、回復に向かっての力強さを感じられな

いまま推移いたしました。

　流通業界におきましても、消費低迷が続く中で、消費者の低価格志向が進んでおり、業態を越えた

店舗間競争とあわせて厳しい経営環境下にありました。

　このような状況の中で、オークワグループの営業の概況につきましては、次のとおりであります。

　スーパーマーケット事業を展開する株式会社オークワは「お客様のニーズにお応えする低価格・良

品質な商品をご提供し、創造力豊かな従業員を目指そう」をスローガンに掲げ、組織改革により経営

効率の向上をはかり、低価格・良品質商品開発へのチャレンジ、ＦＳＰ（フリークエント・ショッパー

ズ・プログラム＝固定客化推進プログラム）の導入による売上アップ、スクラップ　アンド　ビルド

の前倒し実行、労働生産性の向上、一般管理費の削減、情報電子化システムの全社的早期推進、教育・

指導の強化、環境問題への積極的な取り組みなどに努めてまいりました。

　また、当期中には和歌山県下にショッピングセンターのミレニアシティ岩出店、ネイバーフッド

ショッピングセンター（ＮＳＣ）のオーストリート紀ノ川店、オーストリート打田店、大阪府下にスー

パースーパーマーケット（ＳＳＭ）の岸和田八田店、大東店、和泉中央店、奈良県下にＳＳＭの橿原常

盤店、橿原醍醐店、大和小泉店、香芝尼寺店、天理南店、生駒東山店、三重県下にＮＳＣの松阪下村店、

ＳＳＭの久居庄田店の合計１４店を新設いたしました。

　また、既存店については、西浜店は新築して増床し、名張西原店は増床、日昌店は全面改装を実施

し、経営の効率化をはかるため、一之木店、津桜橋店の２店を閉鎖したほか、天理店、橿原耳成店、

紀の川店は新設店とそれぞれ至近距離になるため閉鎖いたしました。当期末の店舗数は１１７店舗となり

ました。

　ホームセンター事業及びドラッグストア、書籍などの販売事業並びにビデオ・ＣＤレンタル事業を

展開する株式会社オーマートはお客様に支持され、信頼される店作りとともに、収益の確保と企業体

質の強化に取り組み、９店を新設する一方、４店を閉鎖し、スクラップ　アンド　ビルドを進めました

が、新規出店による経費増により増収減益となりました。

　外食事業及びホテル事業を展開する株式会社オークフーズは２店を新設し、２店を閉鎖いたしまし

たが、ロスの低減、仕入れ工夫による利益率アップ及び販売費の削減などに取り組み増益となりまし

た。

　これらの結果、オークワグループの当期の連結営業収益は２，２５５億円（前期比５．２％増）、連結経常利

益は２９億３０百万円（前期比３０．５％増）、連結当期利益は１１億１百万円（前期比３８．４％増）となりました。

経 営 成 績
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２．次期の見通し

　今後のわが国の経済情勢は、先行き不透明感による消費低迷が引き続くとともに、販売競争がます

ます激化し、業界を取り巻く環境はさらに厳しい状況が続くものと思われます。

　このような見通しの中で、オークワグループは「商品開発・改廃のスピードアップと新人事制度改

革の推進により、新世紀のサバイバル時代を勝ち抜こう」をスローガンに掲げ、販売力の強化、既存

店の活性化、ＦＳＰの本格的推進、経費の削減、ローコストオペレーションの為の情報電子化システム

推進、教育・指導の強化、環境問題への積極的な取り組みなどに努め、経営体質の強化とグループ経

営に邁進してまいります。

　次期のオークワグループの連結営業収益は２，３９０億円（前年比６．０％増）、連結経常利益は４５億円（前

期比５３．６％増）を計画しておりますが、退職給付会計の導入にともない、退職給付債務積立不足（約

２８億円）の一括償却を予定しており、連結当期純利益は１億円（前期比９０．９％減）を見込んでおりま

す。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成１３年２月２０日現在

増　減　高
当連結会計年度前連結会計年度

科　　　　　　　目
構成比金　　 額構成比金　　 額

１，５６３

△　　３７

△　　 ０

９３０

５７５

△　 １１５

０

９，１８０

７２７

１５０

１１，０３１

５７５

１，３４９

△　　 ４

７，６１７

７６５

１５０

１０，１０１

－

１，４６４

△　　 ５

　 　（資　産　の　部）

　流　動　資　産

 １．  現 金 及 び 預 金

 ２．  受 取 手 形 及 び 売 掛 金

 ３．  有 価 証 券

 ４．  た な 卸 資 産

 ５．  繰 延 税 金 資 産

 ６．  そ の 他

 ７．  貸 倒 引 当 金

   流 動 資 産 合 計

　固　定　資　産

　   有 形 固 定 資 産

 １．  建 物 及 び 構 築 物

 ２．  機 械 装 置 及 び 運 搬 具

 ３．  器 具 及 び 備 品

 ４．  土 地

 ５．  建 設 仮 勘 定

   有形固定資産合計

　   無 形 固 定 資 産

　   投 資 そ の 他 の 資 産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  差 入 保 証 金

 ３．  繰 延 税 金 資 産

 ４．  そ の 他

 ５．  貸 倒 引 当 金

   投資その他の資産合計

   固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

２，９１６

２，０４０

△　　７７

△　　３３

１６２

△　 ７３４

１８．１２３，０１１

４８，７９９

５６４

１，９７１

２４，７７０

１，０１８

１６．１２０，０９４

４６，７５８

６４１

２，００５

２４，６０７

１，７５２

１，３５７

６６５

４

△ ２，１１８

８

△　 ２８０

０

６０．５

３．４

７７，１２４

４，３１５

２，８９４

１７，１８１

８

２，８５３

△　　３９

６０．７

２．９

７５，７６６

３，６４９

２，８９０

１９，２９９

－

３，１３３

△　　３９

△ ２，３８６１８．０２２，８９８２０．３２５，２８４

△　 ３６３８１．９１０４，３３７８３．９１０４，７００

２，５５３１００．０１２７，３４８１００．０１２４，７９５

％百万円 百万円％百万円



増　減　高
当連結会計年度前連結会計年度

科　　　　　　　目
構成比金　　 額構成比金　　 額

８７５

△ １，４５８

１，７５８

７９３

２２５

△ 　３２２

１０，１６９

２１，４７０

４，７７９

９４０

４９６

１０，４３６

９，２９４

２２，９２８

３，０２０

１４６

２７１

１０，７５８

　 　（負　債　の　部）

　流　動　負　債

 １． 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

 ２． 短 期 借 入 金

 ３．  １年以内返済予定

   長 期 借 入 金

 ４． 未 払 法 人 税 等

 ５． 未 払 消 費 税 等

 ６． そ の 他

   流 動 負 債 合 計

　固　定　負　債

 １． 長 期 借 入 金

 ２． 繰 延 税 金 負 債

 ３． 退 職 給 与 引 当 金

 ４． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

 ５． 預 り 保 証 金

   固 定 負 債 合 計

   負 債 合 計

　 　（少数株主持分）

 少数株主持分

　 　（資　本　の　部）

　資　　本　　金

　 資 本 準 備 金

　 連 結 剰 余 金

　 自 己 株 式

   資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

１，８７３

３２

７０１

△　　１３

△ 　　８

２９２

３７．９４８，２９２

１１，９７６

７０１

２３６

２７１

７，０２２

３７．２４６，４１９

１１，９４３

－

２５０

２８０

６，７２９

１，００４１５．９２０，２０８１５．４１９，２０３

２，８７８５３．８６８，５０１５２．６６５，６２３

００．０１０．０１

－

－

△ 　３２７

３

１４，１１７

１４，０２７

３０，７０２

△ 　　１

１４，１１７

１４，０２７

３１，０３０

△ 　　４

△ 　３２４４６．２５８，８４５４７．４５９，１７０

２，５５３１００．０１２７，３４８１００．０１２４，７９５

－ ８ －

％百万円 百万円％百万円



連 結 損 益 計 算 書
自平成１２年２月２１日　至平成１３年２月２０日

対前期

増減率
増　減　高

当連結会計年度前連結会計年度
科　　　　　　　目

構成比金　　 額百分比金　　　 額

４．７

４．５

９，７４１

６，９３１

１００．０

７３．３

２１８，９１８

１６０，４７０

１００．０

７３．４

２０９，１７７

１５３，５３８

　 売 上 高

　 売 上 原 価

  売 上 総 利 益

　 営 業 収 入

  不 動 産 賃 貸 収 入

  その他の営業収入

  営 業 総 利 益

　 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

  営 業 利 益

　 営 業 外 収 益

  受 取 利 息

　  そ の 他

　 営 業 外 費 用

　  支 払 利 息

　  持分法による投資損失

　  そ の 他

  経 常 利 益

　 特 別 利 益

  貸倒引当金戻入益

  固 定 資 産 売 却 益

  投資有価証券売却益

  賃 貸 契 約 解 約 金

  役員退職慰労引当金取崩額

　 特 別 損 失

  厚生年金基金過去勤務費用掛金

  固 定 資 産 売 却 損

  固 定 資 産 除 却 損

  投資有価証券評価損

  社 葬 費 用

  南紀熊野体験博施設協賛金

  税 金 等 調整前当期純利益

  法人税、住民税及び事業税

  法 人 税 等 調 整 額

  少 数 株 主 利 益

  少 数 株 主 損 失

  当 期 純 利 益

５．１

２６．２

２，８０９

１，３６４

３８７

９７６

２６．７

３．０

５８，４４８

６，５８１

１，８５８

４，７２３

２６．６

２．５

５５，６３８

５，２１６

１，４７０

３，７４６

６．９

５．４

４，１７４

３，１４３

２９．７

２８．２

６５，０２９

６１，６８１

２９．１

２８．０

６０，８５５

５８，５３７

４４．５

△３４．０

△３２．８

１，０３１

△ 　３７８

２

△ 　３８０

△　　３３

５９

△　　８７

△ 　　５

１．５

０．３

０．５

３，３４８

７３５

２３

７１２

１，１５３

６４７

２１２

２９３

１．１

０．５

０．５

２，３１７

１，１１４

２１

１，０９３

１，１８６

５８８

３００

２９８

３０．５

△６４．４

△２９．０

６８５

△ 　３０６

０

１６

△　　８０

３

△ 　２４５

△ 　２９９

１７

３７

△ 　３７２

１７３

△　　５５

△ 　１００

１．３

０．１

０．３

２，９３０

１６９

０

１６

－

１５２

－

７３４

１７９

３９

２９４

２２１

－

－

１．１

０．２

０．５

２，２４５

４７５

－

０

８０

１４９

２４５

１，０３３

１６２

１

６６６

４７

５５

１００

４０．２

５７．６

６７９

５１３

△ 　１４０

１．１

０．６

０．０

２，３６６

１，４０５

△ 　１４０

０．８

０．４

－

１，６８７

８９１

－

０－０－－

△ 　　０－－０．００

３８．４３０５０．５１，１０１０．４７９６

百万円 ％ ％

－ ９ －

百万円％百万円



連結剰余金計算書

増　　減　　高当連結会計年度前連結会計年度科　　　　　　　目

△　１，５７４

３１，０３０

△ ３１，５２３

△　１，０８０

３１，０３０

３１，０３０

－

－

３２，６０４

－

３１，５２３

１，０８０

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高

  その他の剰余金期首残高

  利 益 準 備 金 期 首 残 高

  連 結 剰 余 金 減 少 高

  過 年 度 税 効 果 調 整 額

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  監 査 役 賞 与 金

  連結子会社合併による減少高

  利益による自己株式消却額

  当 期 純 利 益

  連 結 剰 余 金 期 末 残 高

△　　９４０

２５７

△　 　４７

△ 　　１０

△　　　１

△　１，３５８

２１８

１，４２９

２５７

９５３

－

－

－

２１８

２，３７０

－

１，０００

１０

１

１，３５８

－

３０５

△　　３２７

１，１０１

３０，７０２

７９６

３１，０３０

百万円 百万円

－ １０ －

百万円
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連結キャッシュ・フロー計算書

当連結会計年度
自　平成１２年２月２１日
至　平成１３年２月２０日

科　　　　　　　目

２，３６６
５，８５６
２１２

△　　 ５９
△　　 １３
△　　　８
△　　 ４６
６４７
２２１
２２
２９４
３７

△　　９３０
８７５
２２５

△　　１６２

　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 持 分 法 に よ る 投 資 損 失
 ４． 賞 与 引 当 金 の 減 少 額
 ５． 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額
 ６． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額
 ７． 受 取 利 息 及 び 配 当 金
 ８． 支 払 利 息
 ９． 投 資 有 価 証 券 評 価 損
 １０．  固 定 資 産 売 却 損 益
 １１．  固 定 資 産 除 却 損
 １２．  売 上 債 券 の 減 少 額
 １３．  た な 卸 資 産 の 増 加 額
 １４．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 １５．  未 払 消 費 税 等 の 増 加 額
 １６．  その他営業活動によるキャッシュ・フロー

　　小　　　　　計
 １７．  受 取 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 １８．  支 払 利 息 及 び 割 引 料 の 支 払 額
 １９．  法 人 税 等 の 支 払 額

９，５３８
４７

△　　６３７
△　　６１１
８，３３５   営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△　　４４２
５２２

△　８，２４１
３０３

△　　５３９
１００
１
７

△　６，８９０
９，４６７
△　　１４５

　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
 ２． 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
 ３． 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
 ４． 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
 ５． 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
 ７． 短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額
 ８． 長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
 ９． 敷 金 ・ 保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出
 １０．  敷 金 ・ 保 証 金 の 返 還 に よ る 収 入
 １１．  その他投資活動によるキャッシュ・フロー

△　５，８５６   投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△　１，４５８
５，４０３
△　３，６１１
△　　９５３
△　　２７８
６２

　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入

△　　８３６
－

   財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
　現金及び現金同等物に係る換算差額
　現金及び現金同等物の増加額
　現金及び現金同等物期首残高
　現金及び現金同等物期末残高

１，６４３
６，５９８
８，２４１

（単位　百万円）
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
　連結子会社は、 オークフーズ、 オーマートの２社であります。
　非連結子会社は、ジスト 外４社であります。
　非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び剰余金（持分に見合う額）はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてはおりませ
ん。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社はジスト 外４
社、関連会社は 勝浦オークワ外１社であります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
　重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に基
づく原価法によっております。
　有価証券及び投資有価証券
　取引所の相場のあるものについては、移動平均法に基づく低価法（洗替え方式）、その他は移動平
均法に基づく原価法によっております。
　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
　法人税法に基づく定率法によっております。但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０
年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。
　無形固定資産及び長期前払費用
　法人税法に基づく定額法によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法による法定繰入率に基づく
限度額のほか、債権の回収可能性を個別に検討して計上しております。
　退職給与引当金
　従業員の退職金の支給に備えるため、期末自己都合退職による要支給額の４０％相当額を計上して
おります。
　連結財務諸表提出会社の退職給与引当金は、平成５年４月１日から厚生年金基金制度へ全面移行
したことにより不要となりましたので、移行時の残高を過去勤務費用の掛金期間によって取り崩し
ております。
役員退職慰労引当金
　連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。
　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。
　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　その他連結財務諸表作成のための重要な事項
厚生年金基金制度
（イ） 連結財務諸表提出会社は、従来従業員退職金制度の一部について適格退職年金制度を採用し
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ておりましたが、平成５年４月１日より従業員退職金制度のすべてを厚生年金基金制度へ移行
しております。
（ロ） 平成１２年３月３１日現在の年金資産の合計額は５，８７８百万円（うち厚生年金保険法第８５条の２
に規定する責任準備金の金額は１，３１８百万円）であります。
（ハ） 過去勤務費用の掛金期間は、２０年であります。
（ニ） 過去勤務費用の掛金と移行に伴う退職給与引当金の取崩額は特別損益の部に相殺して記載し
ております。
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　発生日以後５年間で均等償却することを原則としておりますが、金額に重要性がない場合は発生年度
に全額償却することとしております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分により作成し
ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）
　
１．ソフトウェア
　前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に計上していた自社利用のソフトウェアについて
は、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会
報告第１２号　平成１１年３月３１日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用
しております。
　ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資その他の資産の「その他」（当
連結会計年度２８７百万円）から無形固定資産に変更し、減価償却の方法については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。

２．税効果会計
　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度から税効果会計を適用しております。これに伴い、
税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産（流動資産５７５百万円、投資その他の資産８百万
円）、繰延税金負債（固定負債７０１百万円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は１４０百万円多く、
連結剰余金期末残高は１１６百万円少なく計上されております。
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注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度前連結会計年度項　　　　　　　　　　　目

７０４

３８

８９０

６５

１． 非連結子会社及び関連会社の株式、出資金

  投 資 有 価 証 券 （ 株 式 ）

  投資その他の資産その他（出資金）

１１

８４３

５７５

１７

１３９

２５７

１０

７４９

５７５

１５

１２７

３９６

２． 担 保 資 産 及 び 担 保 さ れ て い る 債 務

 （担保資産）

  現 金 及 び 預 金 （ 定 期 預 金 ）

  建 物 及 び 構 築 物

  土 地

 （債　　務）

  支 払 手 形 及 び 買 掛 金

  １年以内返済予定長期借入金

  長 期 借 入 金

６１５

７

４，７６８

４０１

１３

－

３． 偶 発 債 務

  銀 行 債 務 に 対 す る 保 証

  買 掛 金 に 対 す る 保 証

  預り保証金返還債務に対する保証

（単位　百万円）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当　連　結　会　計　年　度

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　　

  現 金 及 び 預 金 勘 定 ９，１８０百万円

 預入期間が３ヶ月を越える定期預金 △　９３８百万円

  現 金 及 び 現 金 同 等 物 ８，２４１百万円
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（リース取引関係）

当　連　結　会　計　年　度前　連　結　会　計　年　度

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額

  １ 年 内 ２，４０６百万円

  １ 年 超 ４，８１５百万円

  　 計　  ７，２２２百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，４０４百万円

 減価償却費相当額  ２，２０６百万円

  支払利息相当額 ２００百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法

左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額

  １ 年 内 １，８１６百万円

  １ 年 超 ３，８３４百万円

  　 計　  ５，６５１百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

  支 払 リ ー ス 料 ２，００２百万円

 減価償却費相当額  １，８２４百万円

  支払利息相当額 １７６百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

期 末 残 高
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

１，２９６１，０７９２，３７５機 械 装 置
及び運搬具

４，０９２４，３３６８，４２９器 具
及 び 備 品

５，３８８５，４１５１０，８０４合 計

（百万円）

期 末 残 高
相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

取 得 価 額
相 当 額

１，０１９１，４４７２，４６６機 械 装 置
及び運搬具

５，９２１５，０５４１０，９７６器 具
及 び 備 品

６，９４０６，５０２１３，４４２合 計

（百万円）



－ １６ －

※前期については、個別財務諸表における注記事項として記載しております。

（有価証券の時価等関係）

（単位　百万円）

当連結会計年度（平成１３年２月２０日現在）
種　　　　　　　　　　 類

評　価　損　益時　　　　　価連結貸借対照表計上額

２

－　

－　

３

－　

－　

０

－　

－　

流動資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

  小 計 ２３０

１３８

－　

△　３３

１，７４５

－　

１６６

１，６０６

－　

１９９

固定資産に属するもの

  株 式

  債 券

  そ の 他

  小 計 １０４１，９１１１，８０６

１０７１，９１５１，８０７  合 計

（注）

当連結会計年度（平成１３年２月２０日現在）

１．　時価（時価相当額を含む）の算定方法
　　 上 場 有 価 証 券
主に東京証券取引所及び大阪証券取引所の最終価格であります。

　　 店頭売買有価証券
日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

　　 非上場の証券投資信託の受益証券
基準価格であります。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
（流動資産）
　　　割引金融債 １４９百万円
（固定資産）
　　　店頭売買株式を除く非上場株式 １，０８７百万円

有価証券の時価等

※前期については、個別財務諸表における注記事項として記載しております。

　　当連結会計年度（自平成１２年２月２１日　至平成１３年２月２０日）当社グループは、デリバティブ取引を

全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）



－ １７ －

（税効果会計関係）

当連結会計年度　　（平成１３年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産 （単位　百万円）

未払事業税 ７７

賞与引当金 １５２

商品券 ２１８

未払事業所税 ３５

退職給与引当金 ７８

役員退職慰労引当金 １１３

その他 １３７

　　　繰延税金資産合計 ８１１

　　　繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △　８１３

特別償却準備金 △　１１２

その他 △　　３

　　　繰延税金負債合計 △　９２８

　　　繰延税金負債の純額 △　１１６

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主要

な項目別の内訳 （単位　％）

　　　法定実効税率 ４１．７

（調　整）

持分法による投資損失 ３．７

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．７

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △　０．３

住民税均等割等 ６．８

その他 ０．８

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５３．４



１．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自平成１１年２月２１日　至平成１２年２月２０日）

小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び総

資産合計の９０％を超えておりますので、連結財務諸表規則取扱要領第３９の４に基づきセグメント情報

の記載を省略しております。

当連結会計年度（自平成１２年２月２１日　至平成１３年２月２０日）

小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び総

資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんの

で、該当ありません。

３．海外売上高

前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高がありませんので、該当ありません。

－ １８ －

（セグメント情報）



－ １９ －

　当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

（販売の状況）

　事業部門別売上高

（単位　百万円）

当連結会計年度
自　平成１２年２月２１日
至　平成１３年２月２０日

期　　別

事業部門別 構成比　（％）金　　　額

９０．４１９７，８１３ス ー パ ー マ ー ケッ ト 事 業小　

売　

事　

業

３．９８，６４７ホ ー ム セ ン タ ー 事 業

３．４７，３７０そ の 他 の 小 売 事 業

９７．７２１３，８３１小 計

２．３５，０８７そ の 他 の 事 業

１００．０２１８，９１８合 計

（注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。

２．「小売事業」の「その他の小売事業」については、ドラッグストア、書籍等の販売事業

の売上高及び関係会社に対する商品供給の売上高を記載しております。

３．「その他の事業」については、外食事業及びホテル事業の売上高を記載しております。

　部門別営業収入

　当連結会計年度における部門別営業収入の内訳は、次のとおりであります。

（単位　百万円）

当連結会計年度
自　平成１２年２月２１日
至　平成１３年２月２０日

期　　別

部 門 別 構成比　（％）金　　　額

２８．２１，８５８不 動 産 賃 貸 収 入

３１．０２，０４１レ ン タ ル 収 入そ
の
他
の
営
業
収
入

３７．７２，４７８配 送 受 託 手 数 料

３．１２０３そ の 他

７１．８４，７２３小 計

１００．０６，５８１合 計

（注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。



－ ２０ －

（関連当事者との取引）
当連結会計年度（自平成１２年２月２１日　至平成１３年２月２０日）
　役員及び個人主要株主等

期末残高
（百万円）

科　　目
取引金額
（百万円）

取引の内容
関係内容議決権等の

被所有割合
事業の内容
又は職業

資本金又
は出資金
（百万円）

住　所会社等の名称属　　性 事業上
の関係

役員の
兼任等

１，８３２

７９

３６５

－

－

買 掛 金

未 収 入 金

差入保証金

－

－

２５，６００

７９

７７

１０

１

商 品 仕 入

販売奨励金の受入

保 証 金 の 差 入

利 息 の 受 取

配 当 の 受 取

－－直接 １０．５０％当社
代表取締役会長

日本流通産業
代表取締役社長
（注１）を参照下さい。

－－大桑　　嗣主要株主（個人）
及びそれらの近
親者

４７

　
－
１１８

７

０

－

未 払 金
　

　
－
預り保証金

未 払 金

未 収 入 金

－

１，２１９

５８
５５

９０

６

６

テナントにかかる消化仕入
（注２）を参照下さい。

営業店舗等の賃貸
店舗賃貸
敷金及び保証金の
受入・返還
（注３）を参照下さい。

制 服 の 購 入
（注４）を参照下さい。

出向者人件費の受入
（注５）を参照下さい。

債 務 保 証
（注６）を参照下さい。

－－直接 ８．６４％当社取締役

パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」を参照下さい。

－－直接 １０．８％当社
代表取締役会長

日本流通産業
代表取締役社長
（注１）を参照下さい。

－－大桑　　嗣役員及びその近
親者

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」を参照下さい。

－－直接　８．９％当社取締役

パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

０未 払 金２会計指導料の支払
（注７）を参照下さい。

－－直接　０．０％当社監査役

川邑マネージメ
ントサービス
代表取締役社長

－－川邑　宗司

－－７９保 険 料 の 支 払
（注８）を参照下さい。

損害保
険契約
の締結

なし当社役員
大桑　嗣の
近親者
直接 １００％
（注）２ を参照
下さい。

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

大安商事主要株主（個人）
及びその近親者が
議決権の過半数を
自己の計算におい
て所有している会
社等並びに当該会
社等の子会社

上記の欄を参照下さい。

損害保
険契約
の締結

なし当社役員
大桑　嗣の
近親者
直接 １００％
（注）２ を参照
下さい。

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

大安商事役員及びその近
親者が議決権の
過半数を自己の
計算において所
有している会社
等並びに当該会
社等の子会社

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」を参照下さい。
テナント
契約先

４人（注）３ を参照
下さい。

衣料品販売５３４和歌山県
和歌山市

パーティハウス

（注）１．　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　　 ２．　 大安商事の議決権等の被所有割合の欄に記載した近親者は、当社副会長大桑祥嗣、当社代表取締役大桑啓嗣及び当社取締役大桑俊男のそれ

ぞれの近親者でもあります。なお、これらの役員については、 大安商事にかかる記載が上記と同一となりますので、これを省略しておりま
す。

　　 ３．　 パーティハウスの当社代表取締役会長大桑　嗣、当社取締役副会長大桑祥嗣、当社代表取締役社長大桑啓嗣及び当社取締役大桑俊男の本人
及びその近親者にかかる議決権等の被所有割合は、それぞれ直接所有による８４．５％、７９．８％、８０．７％、８８．０％であります。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）日本流通業 は当社他１８社が出資している共同仕入会社であり、取引条件については他の出資会社と同様であります。
（注２） パーティハウスからのテナントにかかる消化仕入については、他のテナントと同様に一般的な取引条件にて決定しております。
（注３） パーティハウスへの店舗の賃貸及び敷金・保証金の受入れについては、近隣の取引実勢を勘案のうえ決定しております。なお、賃料は３年毎
に改定を行っております。

（注４） パーティハウスからの制服の購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、交渉の上決定しております。
（注５） パーティハウスからの出向者人件費の受入については、当社が出向者に支払う給与等の同額の受け入れております。
（注６） パーティハウスの債務保証については、日本流通産業 に対して買掛金の保証を行ったものであります。なお、債務保証に対して保証料（８４
千円）を収受しております。また、担保の提供は受けておりません。

（注７）川邑マネージメントサービス への会計指導料の支払いについては、両者協議のうえ業務の内容を勘案して決定しております。
（注８） 大安商事への保険料の支払いについては、一般取引先の条件と同様であります。



－ ２１ －

（重要な後発事象）
　
　連結財務諸表提出会社が、投資有価証券として株式を所有している株式会社ベターライフは、平成１３
年３月１９日付けで大阪地方裁判所へ民事再生法の手続き開始を申請しました。
　なお、連結財務諸表提出会社の所有する同社株式は７４０千株、連結貸借対照表計上額は４５１百万円であ
ります。


